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 た汚染者負担原則(Polluter Pays Principle：PPP)の適用過程について考察













































































 環境政策研究を進展させた学術的功績は小さくない。  
第4に、汚染者負担原則の中国的特徴を明らかにしたことである。中国で
も汚染者負担原則は適用されたけれども、有効な汚染制御機能を発揮でき
なかったと評価されている。国営企業中心の経済においては、汚染者負担
者原則の適用は汚染削減の動機づけになるよりも、国家財政に負担が転嫁
されるだけで、汚染行為は免罪される可能性すら指摘される。中国環境政
策は単なる先進国における環境政策の機械的適用ではなく、経済・企業体
制の実状やその転換過程に適合した原則にする必要を示唆した指摘として
貴重であり、学術的貢献として評価できる。  
第5に、環境財政の研究領域を公害対策に限定せず、自然環境生態系保全
対策にまで分析範囲を拡張し、環境財政と環境保護投資の概念上の区分を
明確にするとともに、財政的な関係を明らかにしたことである。中国の持
続可能な発展という観点からはこうした拡張の意義は大きい。  
同時に、本論文は中国環境行財政システムに関する開拓的な研究である
だけに、今後の研究の進展に俟つべきともいえるいくつかの課題を指摘す
ることができる。環境行財政システムの発展過程に関する実証研究が持つ
理論的含意を明確にする必要があろうし、企業の経営形態の変化と環境財
政の関係についてもより深い分析が求められよう。しかしながら、これら
の課題は、著者が実証的に明らかにした中国環境行財政システムの発展過
程と、それを通じて提起した環境財政の中国的特徴に関する分析結果、そ
れによってもたらされた貴重な学術的貢献を何ら損なうものではない。  
よって、本論文は、博士（経済学）の学位論文として価値あるものと認
める。  
尚、平成25年5月15日、論文内容とそれに関連した口頭試問を行った結果、  
合格と認めた。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
